
令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　交付対象事業の実施状況及び評価

単位：千円

469,767 0 0 469,767 463,838

実施
計画
№

計画年度 予算措置 課等名 事務事業名称
対象

事業費
国県補助

その他
特財

一般財源
重点交付金

充当額
事業概要 実施状況 効果 評価・分析・課題

1 7年度
6月補正、

9月追加補正
税務課 定額減税補足給付金事業 355,818 355,818 355,818

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこ
とで、低所得の方々の生活を維持する。

令和6年分の所得税額等の確定により調
整給付金に不足が生じた方、定額減税対
象外で給付要件を満たしている方に対し
て給付金の支給手続きを実施した。
支給件数：11,378件

2

物価高騰の影響を受ける低所得世帯に対
し、迅速かつ適正に給付金を支給すること
ができた。

小計 355,818 0 0 355,818 355,818

6 7年度 6月補正 教育総務課
学校給食食材費高騰緊急支
援事業

11,821 11,821 11,821

子育て世帯に対して物価高騰に伴う支援を行う
ことで、保護者（子育て世帯）の負担軽減を図
る。

市内全児童生徒の給食費を対象に1食あ
たり小学生11円、中学生13円（給食費不
足相当額）を支援した。 2

給食食材の高騰分に対し一定の補助を行
うことで、保護者負担の増加を抑えること
ができた。

7 7年度 6月補正 こども課
保育園等給食食材費高騰緊
急支援事業

3,630 3,630 3,630

子育て世帯に対して物価高騰に伴う支援を行う
ことで、保護者（子育て世帯）の負担軽減を図
る。

・公立保育園に対し、物価高騰に伴う食材
費高騰分を公費負担した。
　R7.9～R8.3　13園  　588,015円
・私立保育園・認定こども園等に対し、物
価高騰に伴う食材高騰費分を補助した。
　R7.9～R8.3　22園　   3,042,000円

2

給食食材の高騰分に対し一定の補助を行
うことで、保護者負担の増加を抑えること
ができた。

8 7年度 6月補正 商工振興課 緊急経済対策事業 10,824 10,824 8,852

物価高騰の影響を受けた事業者、生活者を支
援することで、消費喚起を促し地域経済の活性
化を図る。

「今・得キャンペーン飲食プラン」を実施
し、飲食代金割引分を補助することで、飲
食店の営業を支援した。
・予算額：12,200,000円
・交付額：10,316,000円
・事務費：　　508,104円
･利用人数：10,316名

2

消費が落ち込む2月を狙い、集中的に実
施したことで4億円以上の経済効果をもた
らし、サプライチェーンへの支援を実施し
た。
また、利用総数は10,000人以上、予約開
始から2週間で受付が終了するほど好評
であり、地域経済の活性化につながった。

9 7年度 6月補正 観光振興課 緊急経済対策事業 8,000 8,000 6,752

物価高騰に伴う市内観光業への支援として、消
費喚起によって地域経済の活性化を図る。

宿泊業や関連する事業者等に対して、下
記のとおり支援を実施した。

・月岡芸妓利用補助による誘客促進、
　営業支援：475手配分

・インバウンドに対する宿泊割引による
　営業支援：972泊分 2

当市の観光拠点である月岡温泉の各旅
館の令和7年平均売上額は、2019年比で
101.9%となった。コロナ禍前を上回ったこと
から、効果は一定程度あったものと考えら
れる。
また、月岡温泉の魅力の一つでもある月
岡芸妓への営業支援を行うことで、新たな
顧客の獲得や事業継続につながった。
宿泊・飲食キャンペーンとあわせて事業を
実施したことで、芸妓利用時間が延長し、
芸妓の報酬増に加え、旅館や飲食店等の
飲食費が増加する相乗効果を発揮するこ
とができた。

10 7年度 6月補正 農林水産課
燃油価格高騰対策緊急支援
事業

17,299 17,299 14,600

物価高騰の影響を受けている水稲農家に対
し、かかり増し経費を助成し、今後の農業経営
の下支えを行う。

物価高騰の影響が著しい水稲農家を対象
として、原油価格・物価高騰に伴う掛かり
増し経費に対し支援を行った。
・水稲農家（R7現年分）　17,299,000円

2

物価高騰の影響を受ける水稲農家に対
し、実施計画に基づき支援金を適正に交
付した。経営の下支え行うことで、離農者
の増加を抑制することにつながった。

14 7年度
1月補正（臨

時会）
社会福祉課

障がい福祉事業所光熱費等
高騰対策支援金事業

20,235 20,235 20,230

原油価格や物価高騰などの影響を受けている
指定障害福祉サービス事業者等及び指定障害
児通所支援事業者に対し、光熱費等高騰対策
支援金を交付することにより、サービスの質の
向上や施設の安定運営を支援する。

市内障がい福祉事業所の運営法人に対し
て、サービス種別ごとに定めた支援金を
合算して交付した。
・36法人（団体）：20,223,000円
・事務費：11,660円

2

光熱費や物価高騰の影響を受けた障が
い福祉事業所運営法人に対して、速やか
に支援金を交付することができた。

15 7年度
1月補正（臨

時会）
高齢福祉課

介護事業所光熱費等高騰対
策支援金事業

42,140 42,140 42,135

原油価格や物価高騰などの影響を受けている
介護事業所に対し、介護事業所光熱費等対策
支援金を交付することにより、サービスの質の
向上や施設の安定運営を支援する。

市内介護事業所の運営法人に対して、
サービス種別ごとに定めた支援金を合算
して交付した。
・42法人（団体）：42,135,000円
・事務費：4,620円

2

光熱費や物価高騰の影響を受けた介護
事業所運営法人に対して、速やかに支援
金を交付することができた。

小計 113,949 0 0 113,949 108,020

合計 469,767 0 0 469,767 463,838

＜基準＞当初の事業目的等に対し、
３：想定を上回る効果が出た
２：想定どおり達成した
１：想定を下回る効果しか出なかった
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